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はじめに
　1911年（明治44年）１月12日新潟県高田がスキー発祥とされている。折しも2011年は発祥100年に
あたる記念すべき年である。
　そして、この100年の間にレジャー産業として、めざましい発展をみせ、さらには学校教育の一
環として、また競技スキーとしても大いなる発展をみせてきた。
　しかしながら、1992年前後をピークとしたスキー産業はもとよりスキー人口の減少により広く関
連分野にも暗い影を落としている。更にはこれらと平行して1990年代の中頃から我が国のスキー場
は約６割も減少している。雪国新潟県も例外ではない。単純計算では毎年約４％のマーケットが消
滅していることになる。
　また、少子化の進展と相俟って競技人口の減少は競技力の低下を意味しオリンピックをはじめと
して国際大会の活躍も1998年の長野オリンピック以降は日本の力量を見せるに至っていない現状が
ある。
　なお、地域経済の観点から観光としてスキーをみると例えば新潟県を例にあげればその観光的収
入はスキー場への入り込み客の減少から大幅減収となっている。更には相次ぐスキー場の閉鎖、と
りわけ公営スキーの減少は冬期における市民の健康娯楽生活の一部としての機能を奪うものとも
なっている。
　本稿においては上述のようにスキー産業、殊にスキー場をとりまく環境が著しく衰退している現
状を鑑み、これらにはどのような要因があるのか史的展開を踏まえその背景を探り今後を占うもの
であるが、今回においては、まず、概観を探るものであり、礎となるための論考を目指すものであ
る。今後においては調査等を踏まえ、細部にわたりメカニズムの解明と活性化の方策を産業全体い
わばマクロ的体場から、あるいは固有の分析（ミクロ）から多角的に研究し邁進するつもりである。
１．我が国におけるスキーの史的展開
　スポーツにおける誕生は例えば日本における格闘技系武術が学校教育にまで取り入れられ、現代
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スポーツに発展した柔道や剣道、空手道などがあるが、多くは諸外国からの移入である。
　殊に英国は近代スポーツの母国でもあり、サッカーやラグビー、テニス、バドミントンなど日本
をはじめとして世界各国に伝播していった。これらの多くは明治の初めから中頃にかけてである。
　しかしながら、当時としてはスポーツを楽しむなどは、ごく一部の限られた階層の人々でしかな
く、主として時間と経済的な余裕がない一般庶民には遙かに遠い存在であった。
　さて、1859年（安政６年）欧米諸国からの圧迫により220年の鎖国から開国へと向かい、これが
契機となり我が国の産業発展につながっていったが、時の明治政府は欧米列強を目標に殖産興業と
富国強兵をスローガンとして近代的中央集権国家を確立するに至ったのは周知の事実である。この
ような中で「学制」が公布され学校教育が定着拡充するに伴い欧米文化の広まりとともに学校教育
（体育）の中でスポーツが普及していった。
　この中でスキーは明治も終わりの頃からであり諸外国からの移入スポーツとしては遅い部類で
あったといえる。
　スキーの誕生に目を移してみると北欧三国（ノルウェー、スウェーデン、フィンランド）を中心
に生まれ発達したといわれている。これらは文献以外にも出土されたものあるいは彫刻物からも推
定できるものであり、紀元前2,500年前にはすでにスウェーデンに存在したとも推定されている。
　ではなぜ、我が国にはスキーが誕生しなかったのであろうか。これまでの地域学あるいは社会学
の分野でもあまり研究されていない部分であるが、これは我が国における産業構造と稲作を中心と
した村落共同体と自給自足に近い雪国の特殊事情にその理由を読み取ることができる。
　スキーが発祥する1911年（明治44年）は第１次産業の就業人口は44％、産業別国民所得に占める
所得割合は40％強であった。現金収入は乏しくほぼ自給自足の生活は経済的な豊かさを生む筈もな
く、また、出生率の高さは、労働力を補うものの却って経済的な成長の要因とはなり得なかった。
　さらには北欧との違いは雪質と気候等の違いにもあるといえる。我が国の雪質は所謂パウダース
ノーではなく、水分の多い雪である。したがってその処理や利用が困難を極める。また、一晩に１
メートル以上の「どか雪」も障害となっていたといえる。
　さらに突き詰めれば雪を利用して遊ぶという発想そのものが根底になかったもいえる。
　農村における遊びは特定の日における例えば祭り、盆、正月などの限られた行事であり、また、
冬期における仕事は春からの農作業のための農具に関係するところの縄、俵編み、わら草履や草鞋、
その他の自家製農具づくり（1）に追われていた。
　これらが我が国に発祥しなかった理由の大方であろうと筆者は推測している。なお、我が国での
発祥のきっかけは1910年（明治43年）12月17日に陸軍省から新潟県高田にある第13師団司令部に届
いた文書に始まる。今流に言えば、いわばスキーのマニュアルでその後、２台のスキーが陸軍省に
届き解説書に基づき色々試みるが、全く埒があかず明けて1911年（明治44年）１月５日オーストリア・
ハンガリー国武官テオドール・エドラー・フォンレルヒの来町を迎えることとなった。
　そして、１月12日、高田の歩兵第58連隊では10名の青年将校によって編成されたスキー専修隊員
に対し、“メテレスキー”（スキーをつけろ）と号令したのが我が国のスキー指導の第一声といわれ
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ている。
　なお、我が国におけるスキーの発祥について大正年間において高田と札幌の間で発祥についての
論争が行われた。
　実はレルヒの来日前の1908年（明治41年）にコラーが札幌農学校（現北海道大学）にドイツ語教
師として赴任しており、その際にスキーを持参したものの書籍上におけるスキーの紹介であり、実
際に雪上での指導・実演はなかった。
　高田が発祥の地として論争に決着をみたのは下記の点であり今後における誕生、発祥等における
示唆を与えている。
　① 体系的な指導体制があり実際、少なからずの者が指導を受けた。
　② 普及・発展の基点となった。 
　③ 地元を中心としたスキークラブの組織化　など
　1911年（明治44年）高田スキークラブが発足し、翌年1912年には越信スキークラブが創設され、
長野、山形、秋田、青森にまでその支部が広がっていった。
　これらの意味するところは、いまでいうニュースポーツながら雪国においては画期的というより
むしろ、革命的なスポーツの夜明けであった。
２．地域産業としてのスキー
　発祥後のスキー熱の高まりは急激なスキー人口の増加に結びつくことになる。ここでは初期のス
キーの製造・販売とスキーを楽しむ場所が進化したスキー場を中心に述べることとする。
　今日におけるニュースポーツと異なる大きな点は製造・販売と温泉を中心とする宿泊施設が同時
に発展していったことである。
（１）初期のスキー工業
　我が国のスキー製造はレルヒが東京の砲兵工廠で作らせたものを見本として高田の大工が製造を
はじめ、金具はやはり高田の鉄工所が作ったものである。これが我が国における民間のスキー生産
の発祥とされる。
　スキー本体そのものがシンプルであり、スキーが民間にも普及しはじめると大工のほか、車大工、
家具職人あるいは腕が器用な者が製造に従事するようになる。むろん家内制手工業である。また、
金具や締め具においては鍛冶屋や皮革職人によって生産されることになった。また、冬期間におい
ては仕事の減る大工等職人の格好の副業といえた。
　当時、商品としてのスキーは一般庶民にとって高嶺の花であり、竹を割ってつくる竹スキー、金
具の代わりに篠竹と紐を用いたわら靴対応の藁靴スキーや下駄スキーなど、かろうじて滑ることが
出来る程度なものも横行した。
　大正期から昭和初期にかけてのスキーの生産の推移（1）をみると大正10年（1921年）出荷量20,000
台、生産額は65,000円であり、業者は7従業者18人となっている。昭和５年（1930年）は出荷量30,000台、
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以下不明。昭和９年（1934年）34,000台、業者13、従業者59人、生産額350,000円であり序々に生産
額が高まりをみせていった。
（２）戦後におけるスキー工業
　戦中においては物資の配給・統制により、生産の縮小がつづきやがてスキーの生産は高田におい
てはゼロに等しくなった。
　1946年（昭和21年）から製造業者が集結して高田スキー工業を設立し生産がはじまった。1965年
頃は（昭和40年）輸出の好調さもあって9社増え、締め具等のスキー関係社は19社まで増加し、新
潟県上越地方のスキー生産高は45％のシェアを誇るまでに至った。また、上越地方では農機具メー
カーやワックスメーカーの参入も目立った。
　更には経済の高度成長はスキーブームとなり、スキー人口の増大に結び付いていくことになる。
なお、このブームを大手企業が見逃す筈もなく、本来スポーツとは無縁のスキーの生産に着手して
いった。
（３）スキー工業の衰退
　それまで順調に推移していたスキー工業も例外でなく1971年のドルショック、1973年から２度に
わたって起きたオイルショックは打撃を受け、1971年の210万台をピークとし1986年には国内生産
額は82万台に激減していった。
　しかしながらこれとは裏腹にスキーの輸入は1971年９万台だったものが1988年には113万台とな
り増加の一途をたどり1993年には235万台となっている。
　なお、地域スポーツメーカーであり企業スポーツとしてのチームをもつカザマスキーも1998年生
産を中止するに至った。これで約90年続いた新潟県のスキー産業はその灯を消すことになった。
　なお、スキー購入者にとっては円高により、これまでよりも安価に外国産が手に入ること、それ
に日本人の海外ブランド信仰の厚さ、さらには質の高い材質志向などが舶来品といわれる外国産ス
キーの購入に向いていったと言える。
図1　新潟県における生産の推移
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（４）スキー場の発展
　スキー発祥当初はスキー場なるものは存在しなかった。当時においては無尽蔵にある山斜面、田
畑、丘、原野などであった。いわばスキー場の発展の第１段階は自然のままのスロープ活用であっ
た。当時はまだリフトなどない時代ではあったが、温泉があり山々をバックに広くスロープをもっ
た草津、野沢、蔵王、大鰐などが人気を博しており、新潟県では赤倉、関、燕が主流であった。
　また、この段階期においては、スキーは自分で担いで登りそして滑るものであり、スキーの楽し
さは苦しさの代償であるいう考えが主流であった。
　第２段階としてはリフトの登場によりスキー場における入り込み客の増加、関連する宿泊業の増
大もまた見逃せない。いわばスキー場の商品価値が高まった時代とみることができる。なお、リフ
トの登場はスキーに対する考えかたを一変させ、同時にスキー場のビジネスとしての発展期をも迎
えるスタートでもあった。
　第３段階では長距離ゲレンデ、ゴンドラ、駐車場、付帯宿泊施設、アフタースキー関連など高付
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図２　スキー場（スキー）の発展段階
時　代　名 期　　間 特　　　　　　　　徴
山 ス キ ー 時 代
1911～1941
（M47～S19）
いわゆる野山がゲレンデであり、それは無尽蔵であったといえる。今日
のような除雪の機械化もなかった。
復 興 期
1945～1958
（S20～S33）
一番の特徴はリフトの登場である。これによりスキー場が大きく飛躍・
発展し、スキー人口を後押しした。
第 2 次 発 展 期
1959～1964
（S34～39）
東京オリンピックにむけての好景気はレジャー産業消費も高まりスキー
場開発も進んだ。
第 3 次 発 展 期
1965～1979
（S40～54）
東名高速道路の開通は自動車高速時代の幕開けであり、列車に変わって
マイカー、観光バスがスキー場への手段となった。
成   熟   期
1980～1996
（S55～H8）
2度にわたる石油危機を乗り越え経済バブル期を迎え、スキー場もゴン
ドラリフトの登場など質の転換がはかられた。
衰 退 ・ 整 理 期
1997～2010
（H9～22）
バブル経済が崩壊、消費の手控え、若者のスキー離れ、一時スノーボー
ダーの増加がみられたものの全体的には下降。スキー場の閉鎖は地域経
済をも脅かしている。
～
図3　特殊索道輸送実績（旅客）の推移
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加価値化が進み、競争が激化していった。また、高度経済成長とも重なりスキー愛好者の成熟度の
高まりは、より高付加価値の高いスキー場へと足を運ばせ、スキー場の差別化も進んだ。また、そ
の運営も自治体や地域の活性化の切り札として登場した第三セクターなどを含め多様化していくこ
とになった。
　スキー場の発展を現代までその特徴をあげ、一覧にしてみると図２のようになるが竹内（2）の発展
期を取り入れながら筆者は2010年の現代までを第２期成熟期と衰退・整理期として表してみた。
３．スキー（スキー場）の盛衰
（１）衰退とは
　製品あるいは企業そのものにおいては導入期、成長期、成熟期、衰退期そして撤退期ないし、廃
業のライフサイクルがあるのは周知のとおりである。
　しかしながら、製品あるいは企業体においては、その各ステージのスパーンが一様でない。導入
期から順番に衰退期など５段階を経るわけでもない。また、広告・宣伝をはじめとして改良、新用
途の開拓などにより衰退期から成長期へと息を吹き返すことも珍しいことではない。スキ （ースキー
場）の衰退は図２および図３の特殊索道実績で明らかなように現在においては、衰退の一途を辿っ
ている。
　なお、衰退そのものの現象は一般的には時系列に売上高の減少、減益、客数の減少、ユーザー・
消費者の減少、需要自体の減少傾向、スキー（スキー場）でいうと入り込み客の減少、索道実績の
減少、スキー関連製品の売れ行き低下、宿泊施設の利用低下などがあげられる。
（２）ポーターにみる盛衰
　上で述べたように導入期（生成期）から成長、繁栄そして市場から姿を消してしまうことであり、
製造業の製品個々では生産の停止、スキー場では閉鎖、マクロからみれば産業構造全体が衰退への
道を辿ることもある。
　マイケル・ポーター（Michael.E.Porter）（3）は、「業界における競争はその経済構造に根ざしてい
るのであって競争の要因は個々の業界における既存の競合企業を超えたところに存在するのであっ
て、市場シェアをめぐる争いにおいては、競争は競合企業という形ではっきり現れるとは限らない」
と示唆し指摘している。
　なお、ポーターの業界構造の競争要因①～⑤（⑥、⑦は筆者の主張）にスキー場をあてはめてみ
ると下記のように整理できる
　① 既存企業の競合→現存のスキー場、
　②  新規参入者の脅威→新規参入の大手資本を指す。これらは成熟した社会におけるスキー場は
初期投資がかかり巨大企業でなければ参入できない経済的事情がある。
　③  代替製品・サービスの脅威→スキー場に代わるレジャー産業をあらわす。これにはスケート
場であり、スイミングクラブ、ゲームセンターあるいはフィットネスクラブであったりする。 
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　④ 買い手（顧客）の交渉力→スキー客、スノボ客が中心であり買い手市場におけるそれを指す。
　⑤  供給業者（売り手）の交渉力→スキー場でいうところの地権者であり、これには地方自治体
や国が関わる場合がある。
　⑥ 経済環境（景気変動）の脅威
　　  景気によりレジャー産業は左右されやすく、いわゆる「安・近・短」等の現象にみられる場
合も少なくない。
　⑦ 国際間における競争の脅威
　　  成熟した消費者（スキー愛好家）はよりクオリティの高いものを求め、ヨーロッパ等の国々
への出国が増加し、国内スキー場はその価値評価が下降することになる。
４．おわりに
　レジャー産業としてのスキーは前掲の「ウインターレジャー白書 2009」によると1990年代半ば
から今日の約15年間の間に国内スキー場客は、概ね60%減少したとされる。単純に考えると60％の
マーケットの消失は当然、施設の老朽化問題解消と新たな開発、斬新なビジネスモデルが望めなけ
れば競争力の低下とともに存続が不可能になっていくことは間違いのないところである。
　ヨーロッパ等諸外国においてはスキー消費の落ち込みは変わらないとされている。むろん、降雪
による変動は避けがたいものがあるが、我が国の固有のレジャー産業への国民意識、即ち消費構造
に結びつく要因が潜在していることを見落としてはならない。
　レジャー産業としてのスキーの持つ存在意義をあげると
　①  雪を通しての貴重なふれあいの場である。とかく家にこもりがちになる冬季において友人や
家族とのふれあいは人間性の回復につながる。
　②  地域活性化としてのスキー場がある。ことに農山村地域においては雇用をはじめとする経済
的効果が期待される。
　③  国民に娯楽を提供する場である。スキーに限らず特に若者においてはスノーボードが野外ス
ポーツとして遊びの場を提供している。
　④  国際競争力をもつ観光資源である。ことにアジアにおいては我が国のスキー場は今後におい
て期待される資源である。
　なお、付言すれば競技スキーとしての価値は他のスポーツと同様に社会体育、学校教育として青
少年の育成に果たす役割は大きいものがある。また、オリンピックをはじめとしてのビッグイベン
トは国民の関心、期待度も大きい。
　今後は産業構造の変化や消費支出の変動と国民を取り巻く環境変化と意識の変容等を他のレ
ジャー産業との比較検討をしていく必要がある。
　また、今後においてもスキー場は淘汰されるであろう。ブランドの構築と効果的なマネジメント
そして需給バランスの調整が働くしくみづくりもまた必要である。
　求められるのはサービス業として十分成熟した消費者（スキー関連客）に十分通用するビジネス
レジャー産業としてのスキーの盛衰と今後の研究に関する検討
－ 160 －
モデルをもった成長産業へと再び取り組む調査・研究が必要であり、今後における研究の方向性と
したい。
　　　　　　　　　　　　　
【注】
（1）高田市編集委員会『高田市史第２巻』1958年、高田市役所　pp250～251
（2）竹内侃克『スキー場開発とその手法』1990、ソフトサイエンス社　pp5～13
（3）Michael.E.Porter“On Competition”、Harvard Business Review Book Series .　1998　pp22-23
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